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○ 今後の治水対策のあり方について 中間とりまとめ 
（国土交通省 Ｈ22年9月） 

「できるだけダムにたよらない治水」への政策転換に基づく
治水対策案の立案手法、新たな評価軸、総合的な評価の考え
方と、これらを踏まえた今後の治水理念を構築 
⇒ ダム事業の検証要請（国交大臣→大阪府知事） 

○ 今後の治水対策の進め方（大阪府 H22年6月） 
「人命を守ることを最優先」に河川から洪水が溢れることも
含め、河川毎に当面20～30年の治水目標、治水手法を設定 

H22第４回河川整備委員会（H22年7月28日） 

【審議内容】 
 安威川の治水目標と治水手法設定の進め方 
  ○ 治水目標の設定 → 80ﾐﾘ程度(1/100) 
  ○ 治水手法の決定   → 継続審議 

～治水対策の転換～ 

H22第11回河川整備委員会（H23年3月30日） 

【審議内容】 
      ○ 治水手法の決定  → ダム案が妥当。不特定は継続審議 

１．これまでの審議の流れ 
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H23第4回河川整備委員会（H23年9月13日） 

【審議内容】 
      ○ 不特定利水容量の必要性→ 現ダム計画案が妥当 

H24  河川整備委員会 

【審議内容】 
      ○ 神崎川ブロック河川整備計画の部分変更 
    → 安威川ダム目的変更（新規利水⇒有効活用） 

神崎川ブロック河川整備計画策定（H19年2月） 

     神崎川・安威川（ダム含む）・天竺川・髙川・ 
     上の川・大正川・佐保川の整備計画を策定 

H2１第４回河川整備委員会（H21年11月11日） 

【審議内容】 
 ○ 安威川ダム利水撤退に伴う計画変更の必要性確認 
  ・ 安威川ダム治水計画、利水計画の検証 
    （近年データ追加での妥当性確認） 
   → 治水計画、不特定利水計画の変更の必要性なし 
 ○ 安威川ダム利水撤退に伴う影響検討（ダム規模比較） 
   → 継続審議 

安威川ダムからの利水（水道）撤退 
〔大阪府戦略本部会議（平成21年8月31日）〕 
 ○治水ダムとして継続し、治水効果を早期発現させる 

 H23年10月 ダム検証報告書提出（府知事→国交大臣） 
 H24年4月「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」 
 ⇒府検証での「継続」について、適切に検討されたと理解 

⇒ [2. 治水計画の検証」「3.不特定利水計画の検証」 参照 

          ⇒ 「4.不特定利水の必要性」 参照 



2．治水計画の検証 



２．治水計画の検証  2.1  治水計画の検証の流れ 

検討の流れ 現計画(H19.2 神崎川ブロック河川整備計画)の考え方 検証内容 

(1)目標とする治水安全度 
  ⇒100年に1度の確率 

・河川審議会答申、大阪府河川整備長期計画 
・重要施設や幹線道路の存在 【東海道本線等】 

・流域の土地利用状況 【市街地が発達】 

・住民アンケート 【約70％が妥当と回答】 

・「今後の治水対策の進め方」の   
フローに従い、事業効率等により 
決定 

  ⇒変更なし 

(2)目標とする雤量の設定 
  ⇒247mm/日 

・明治34年～平成14年の102年間の年最大日雤量を
確率統計処理。 

 
 

・H15～20の6ヶ年のデータを追加
して確率統計処理 

  ⇒変更の必要なし 
     

(3)計画降雤波形(群)の設定 
  ⇒実績22+モデル1波形 

・過去の実績降雤波形を引き伸ばし 
 …ピーク流量に支配的な影響を与えるピーク時間の前後 

3～4時間雨量が、引き伸ばし後も適正な規模になる 

ように、引き伸ばし率が2倍を超えるものは棄却 

・H15～20の6ヶ年のデータについ
て追加する波形があるか確認 

  ⇒追加する降雤波形なし 
      

(4)基本とする高水の設定 
  ⇒相川基準点1,850㎥/s 

・計画降雤波形(群)を用いて各基準点における流量を
算定(等価粗度法)【相川地点ではS47.9降雨が最大】 

  ※実績流量の存在する6洪水(S44.,47,58,61,H5,11)を対象  
として、実績流量と計算流量の再現性を確認 

・上記(2)(3)で変更なし 
   
   ⇒変更なし 
      

(5)洪水処理計画の必要性 
  ⇒現況流下能力が丌足 

・(4)で設定した基本高水流量と比較して、現況流下  
能力が丌足してるため、治水対策が必要 

 
 

－ 

(6)計画とする高水の設定 
  ⇒ダム案を選定 

・計画高水流量を設定するにあたり、「河道改修」「河
道改修＋放水路」「河道改修＋遊水地」「河道改修
＋ダム」の４案を比較検討 

 

・27案から絞り込んだ「河道改修」
「ダム」「河道改修＋遊水地」「河
道改修＋放水路」「河道改修＋
流出抑制」の５案を比較検討 

   ⇒変更なし 

確率年 ｸﾞﾝﾍﾞﾙ SQRT-ET Gev分布 対数ﾋﾟｱｿﾝ 岩井法 

100年 234mm 261mm 248mm 235mm 237mm 

どれくらいの規模の雨に対応？ 

どのような雨の降り方？ 

1/100とは、どの程度の雨量？ 

どのような治水手法で対応？ 

現況の安威川で流れるか？ 

どれくらいの洪水が発生？ 

 2.1  治水計画の検証の流れ 
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２．治水計画の検証 

 ・計画規模は下図に示すフローを用いて検証しました。 

【 計画規模の検証フロー 】 

 2.2  治水目標の検証 
  (1) 目標とする治水安全度 

※ ：危険度Ⅲ：木造家屋が流出するなどの壊滅的な被害が発生すると想定される 
            （浸水深3.0m以上、または家屋流出係数2.5m3/s2以上） 
    危険度Ⅱ：床上浸水が発生すると想定される（浸水深0.5m以上） 
       危険度Ⅰ：床下浸水が発生すると想定される（浸水深0.5m未満） 

 
家屋流出係数は（氾濫水の流速）2×（水深）で表され、2.5m3/s2以上で木造家屋が流出する危険性があるとされています 
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 2.2  治水目標の検証 
    (1)  目標とする治水安全度 

治水目標 時間雨量65ﾐﾘ 

ＥＩＲＲ ２８．１％ 

Ｂ－Ｃ 4,717億円 

治水目標 時間雨量80ﾐﾘ 

ＥＩＲＲ ３０．６％ 

Ｂ－Ｃ 5,573億円 



  (2) 目標とする雨量の検証 
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【 相川基準点 確率解析結果（M34～H20）】 

確率年 グンベル 
分布 

SQRT-ET Gev分布 
対数 

ピアソン 
III型分布 

岩井法 

100年     231     261     248     235     237 

※SQRT-ET：平方根指数型最大値分布  
  GEV分布：一般化極値分布 （単位：mm/日）  

２．治水計画の検証  2.2  治水目標の検証 
    (2)  目標とする雨量の検証 

【 計画雨量の検証 】 

・H15～H20の雨量データを追加して計画雨量を再算定
したところ、現行計画（相川：247mm/日）は今回算
定した代表的な確率解析結果と比較しても中間値程
度に収まっており、247mm/日は妥当であることを確
認しました。 
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・現行計画では引き伸ばし率が2倍を超えない降雨波形を計画降雨波形としてい

るため、追加分のデータ（平成15年～平成20年）で引き伸ばし率が2倍以下

のものがあるか確認を行いました。 

・その結果、平成15年～平成20年の降雨は引き伸ばし率が2倍以下になるもの

はなく、追加となる実績降雨波形はありませんでした。 

  (3) 計画降雨波形(群)の検証 

２．治水計画の検証  2.2  治水目標の検証 
    (3)  計画降雨波形(群)の検証 

・(2)目標とする雨量の検証、(3)計画降雨波形(群)の検証の結果、雨量、波形と 

もに変更なしとなったため、基本とする高水を1,850㎥/s(相川基準点)として、

治水手法の検証を行いました。 

  (4) 基本とする高水の検証 

  (5) 洪水処理計画の必要性 



治水手法 概 要 等 

1 ダム 河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造された構造物 

2 ダムの有効活用（再開発） 既設ダムの改良により洪水調節能力を増強・効率化させる流量低減策 

3 遊水地（調節池） 河道沿いの地域で洪水時に湛水して洪水流量の一部を貯留し、下流のピーク流量を低減させる 

4 放水路（捷水路） 河川の途中から分岐した新川を掘削し、直接海（又は他の河川）に流す水路 

5 河道掘削 河川の断面積を拡大して、河道の流下能力を向上させる 

6 引堤 堤防間の流下断面を増大させるため、堤内地側に堤防を新築し、旧堤防を撤去する 

7 堤防の嵩上げ 堤防の高さを上げることによって河道の流下能力を向上させる 

8 河道内の樹木の伐採 河道内の樹木群を伐採することにより、河道の流下能力を向上させる 

9 耐越水堤防 計画洪水位以下で完成堤防に求められる強度と同程度の強度を越水に対し保障することが可能な堤防 

10 決壊しづらい堤防 計画洪水位以上の水位の流水に対しても急激に決壊しないような粘り強い構造の堤防 

11 高規格堤防 通常の堤防より堤内地側の堤防幅が非常に広い堤防。堤防の幅が高さの30～40倍となる 

12 排水機場等 自然流下排水の困難な低い地域で、堤防を越えて強制的に内水を排水するためのポンプを有する施設等 

13 雨水貯留施設 都市部における保水・遊水機能の維持のために、雨水を積極的に貯留させるために設けられる施設 

14 雨水浸透施設 都市部における保水・遊水機能の維持のために、雨水を積極的に浸透させるために設けられる施設 

15 ため池 主に農業（かんがい）用水の確保のために、雨水を貯留させるために設けられる施設 

16 遊水機能を有する土地の保全 河道に隣接し、洪水時に河川水があふれる等で洪水の一部を貯留し、自然に洪水調節作用をする池、低湿地等 

17 部分的に低い堤防の存置 下流の氾濫防止等のため、通常の堤防より部分的に高さを低くしておく堤防 

18 霞堤の存置 急流河川において比較的多用される不連続堤 

19 輪中堤 ある特定の区域を洪水の氾濫から防御するため、その周囲を囲んで設けられた堤防 

20 二線堤 本堤背後の堤内地に築造される堤防。万一本堤が決壊した場合に、洪水氾濫の拡大を防止する 

21 樹林帯等 堤防の治水上の機能を維持増進し、又は洪水流を緩和するよう、堤内地に堤防に沿って設置する帯状の樹林帯 

22 宅地の嵩上げ・ﾋﾟﾛﾃｨ建築等 盛土して宅地の地盤高を高くしたり、建築構造を工夫することにより、浸水被害の抑制を図る 

23 土地利用規制 浸水頻度や浸水のおそれが高い地域において土地利用の規制・誘導により被害を抑制する 

24 水田等の保全 雨水の一時貯留、地価に浸透させるという水田の機能を保全。開発行為に対しては代替施設整備を強制 

25 森林の保全 主に森林土壌の働きにより雨水を地中に浸透、ゆっくり流出させる森林の機能を保全。開発行為に対しては代替施設整備を強制 

26 洪水の予測・情報の提供等 住民が的確で安全に避難できるよう、洪水の予測や情報の提供などを行い、被害の軽減を図る 

27 水害保険等 家屋、家財等の資産について、水害に備えるための損害保険 

 2.3  治水手法の検証 
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２．治水計画の検証 
 2.3  治水手法の検証 
  (1)  治水対策案の立案 

 (1) 治水対策案の立案   



(2) 治水手法の検討フロー 

 

治
水
手
法
の
選
定 

 

治
水
手
法
の
具
体
的

比
較
と
決
定 

○ そもそも存在しない等、安威川流域で対象と 
  ならない対策は対象外（27→22案） 

○ 実現性、持続性等から安威川流域での適用が 
   困難なものは対象外 （22→14案） 
 
○ 実現性はあるが、その効果を定量評価できない 
     もの等は、減災対策として実施を検討 
 

○ 安威川の氾濫特性を勘案して、治水手法を選定 
                    （14→5案） 
   ○ 絞りこんだ治水手法について比較 
   

 

   ２．各対策の概要  ・・・ (3.3.2)                 

     

  
  ４．治水手法の検討  ・・・ (3.3.4)  
    ①治水手法の選定                  

     
    ②治水手法の比較                  

 

  

  ５．安威川流域における減災対策 

 

   ３．各対策の可能性評価 ・・・ (3.3.3)    
      （安威川流域における適用の可能性を評価） 

 

  １．安威川の氾濫特性       
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２．治水計画の検証  2.3  治水手法の検証 
    (2) 治水手法の検討フロー 

○ 築堤河川であり、全川で氾濫の危険性あり。 
○ 氾濫した水は、堤内地(市街地)で河川流下

方向に流れて拡がる。 



(3) 治水手法の評価結果 

※２ ※２ ※３ 

※1：1,314億円(利水容量も含むダム高76.5mの事業費)+56億円(利水縮小に伴う修正費用等) 
※2：ダム案と同等の効果が発生すると仮定     ※3：河道改修案とほぼ同等の効果が発生すると仮定  11 

※１ 

２．治水計画の検証  2.3  治水手法の検証 
    (3)  治水手法の評価結果 



【安全度】 
 ・各案とも、治水目標とする時間雨量80ﾐﾘ程度(1/100)に対し、洪水を安全に流下させることができる。 
【コスト】 
 ・完成までに要する費用はダム案が最も安価である。維持管理に要する費用はダム案、河道改修＋放水路案が他

の案に比べて高額となる。 
 ・河道改修案、河道改修＋流出抑制案では、下流の神崎川への流量増が発生するため、神崎川の治水対策が追加

で必要となり、別途コストがかかる。 
【実現性】 
 ・ダム案はすでに用地買収、代替地移転が完了している。その他の案では、安威川周辺の市街地において新たに

用地買収、家屋移転が必要であり、かつ道路橋、鉄道橋の改築も伴うため、実現性に課題がある。 
【持続性】 
 ・河道改修＋流出抑制案は学校、ため池の機能の継続についての担保が必要。その他の案では、適切に維持管理

することにより、治水効果の持続が可能。 
【柔軟性】 
 ・ダム案、河道改修＋遊水地案は貯水池の掘削等により、洪水調節能力の向上が可能。その他の案では、河床掘

削や堤防の嵩上げにより、流下能力の向上が可能。 
【地域社会への影響】 
 ・ダム案ではダム周辺地域に生活拠点を持つ住民に影響がある(代替地移転等を実施済)。その他の案では、河道

改修により、河道沿いの家屋移転に加えて、中流部の物流拠点やその他公共施設の移転等新たな地域社会へ
の影響が大きい。 

【環境への影響】 
 ・ダム案では、ダム周辺の自然環境を大きく改変する。その他の案では、河道改修により河道内の自然環境の改

変が発生する。 
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○ 各評価軸による評価 

○ 治水手法の総合評価 

・総合的に評価すると、ダム案がコストが最も小さく、かつダム案以外では、用地買収、家屋移転やその他公共施設等の移転が必要で 
あり、安威川周辺の地域社会への影響が非常に大きく、多大な時間を要するとともに実現性に課題がある。 
・以上のことから、ダム案が最も最適であると考えられる。 

２．治水計画の検証 

【H22 第11回河川整備委員会（H23年3月30日）】 
 ○治水手法の決定 ⇒ ダム案が妥当 

 2.3  治水手法の検証 
    (3)  治水手法の評価結果 



3．不特定利水計画の検証 



 3.1  不特定利水計画の検証の流れ 

検討の流れ 現計画(H19.2 神崎川ブロック河川整備計画)の考え方 検証内容 

(1)水文資料の整理 
 ⇒10ｶ年第1位相当の渇水 

・ダム地点、千歳橋地点の流況（S60～H16：20年間） ・近年のデータを追加し、S54～
H20の30年分のデータを整理 

  ⇒流況に大きな変化なし 
     

(2)河川利用現況と必要流量
の把握(維持流量、水利流量)  

１）維持流量：①動植物の生息地又は生息地の状況、②漁業、 
③景観、④流水の清潔の保持により維持すべき流量を検討。 

２）水利流量：水利用実態として河川からの取水量を把握。 
  （農業用水）灌漑面積は約85ha 

・流況及び灌漑面積に大きな変化
がない。 

  ⇒変更なし 
     

(3)基準点の設定 
 ⇒ダム地点，千歳橋地点 

・以下の条件に該当する箇所 
  ①大きな取水地点であること 
  ②支川の合流地点または分派点であること 
  ③新規取水地点であると同時に観測所の位置である 

－ 

(4)正常流量の決定 
 ⇒期別・区間別に正常流量
を設定 

・維持流量、水利流量の双方を満足する流量を設定 
 

・維持流量、水利流量に変更が  
ない。 

   ⇒変更なし 
     

(5)水道補給量の設定 
 ⇒ダム地点で日量1万㎥ 

・ダム地点で日量１万㎥の取水を可能とする。 
 
 

利 水 撤 退 

(6)貯水池使用計画の策定 
 ⇒ダムの利水容量240万㎥ 

・10年に１回程度の渇水に対して、正常流量を確保で
きるように、必要容量を算定。  

 …データの期間より20年第２位の渇水を対象 

・30年分のデータを用いて、30年
第3位の容量を計算 

  ⇒変更なし 
    

流量観測ﾃﾞｰﾀを整理 

どの地点を基準地点とするか？ 

どれくらいの流量が必要か？ 

貯水池容量計算を実施 

㎥/ｓ 豊水 平水 低水 渇水 平均 
ﾀﾞﾑ地点 1.57 0.86 0.56 0.31 1.87 

千歳橋地点 2.12 1.17 0.76 0.45 2.55 

地点名 ダム地点 千歳橋 

必要な流量 
灌漑期(最大) 概ね0.8㎥/s 概ね0.7㎥/s 
非灌漑期(最大) 概ね0.2㎥/s 概ね0.6㎥/s 
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３．丌特定利水計画の検証  3.1  丌特定利水計画の検証の流れ 

⇒ H22河川整備委員会では上記に加えて、不特定利水手法の検討の審議を行ったが、不特定利
水容量の必要性について、継続審議となった。（5.不特定利水の必要性 参照） 



 3.2  不特定利水計画の検証 
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 現行計画では、10年に１回程度（20年第2位）の渇水に対して、正常流量を確保でき

るように、必要流量を算定しています。今回は、近年のデータを追加し、30年分のデー

タ（S54～H20）を用いて30年第3位の容量について検証を行います。 

その結果、現行計画の20年第2位が、今回30年第3位になったため、丌特定容量に変更

はありませんでした。 

  ○ 不特定利水容量の検証 

【 現行計画策定時の容量 】 【 今回の検証による容量 】 

３．丌特定利水計画の検証  3.2  丌特定利水計画の検証 



３．丌特定利水計画の検証 

利水手法 概要 

1 ダム 河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物 

2 河口堰 河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする方策 

3 湖沼開発 湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源とする方策 

4 流況調整河川 流況の異なる複数の河川を連絡し、水量に余裕のある河川から不足している河川に水を移動させ水源とする方策 

5 
河道外貯留施設 
（貯水池） 

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで水源とする方策 

6 ダム再開発 既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする方策 

7 他用途ダム容量の買上 既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて新規利水のための容量とすることで、水源とする方策 

8 水系間導水 
水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする方策 
取水可能地点は、導水路の新設を前提としない場合には、導水先位置下流である 

9 地下水取水 伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつつ、井戸の新設等により、水源とする方策 

10 ため池利用 主に雨水や地区内流水を貯留する目的で、ため池を改築することで水源とする方策 

11 海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策 

12 水源林の保全 
主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林の持つ機能を保全し、河川流況の 
安定化を期待する方策 

13 ダム使用権等の振替 需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える方策 

14 
既得水利の合理化・ 
転用 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変革等に伴う 
需要減分を他の必要とする用途に転用する方策 

15 渇水調整の強化 渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策 

16 節水対策 節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により水需要の抑制を図る方策 

17 雨水・中水利用 
雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水源とする水需要の抑制を図る
方策 

 (1)  不特定利水対策案の立案 

・利水対策案（17案）の一覧表を以下に示します。 
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 3.3  不特定利水手法の検証 

 3.3  丌特定利水手法の検証 
  (1)  丌特定利水対策案の立案 



(2) 不特定利水手法の検討フロー 
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○ そもそも存在しない等、安威川流域で対象と 
   ならない対策は対象外（17→11案） 
 

○ 実現性、持続性等から安威川流域での適用が 
   困難なものは対象外  （11→ 3案） 
 
 
 

○ 絞りこんだ利水手法について比較 
   

 

  ２．各対策の概要               

                  

  
  ４．利水手法の比較              

 

  ３．各対策の可能性評価      
      （安威川流域における適用の可能性を評価） 

 

 １．安威川の正常流量      

   ・渇水被害と流量確保の必要性 
     

○ どの区間でどれだけの流量が必要か 

３．丌特定利水計画の検証  3.3  丌特定利水手法の検証 
  (2)  丌特定利水手法の検討フロー 



(3) 不特定利水手法の評価結果 
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  ①ダム ⑤貯水池 ⑩ため池 

目標 正常流量を満足できる 正常流量を満足できる 
既存のため池改良だけでは正常
流量を満足できない可能性があ
る 

コスト 
残り  約  ８８億円 

（全体 約２２９億円） 
約４７９億円 約５８６億円 

実現性 実現可能 
大規模な用地買収が必要とな
るが、実現は可能 

用地買収しないため、水利権者
、地権者等との協議が必要 

持続性 持続可能 持続可能 
ため池を保全するための方策(
法制度等)が必要となる 

地域社会への
影響 

ダム周辺の住民に影響がある 
貯水池予定区域で用地買収、
家屋移転が発生する。 

ため池を改修するため、所有者
への影響が考えられる 

環境への影響 
貯留水の温度が高い可能性
があり、環境対策が必要な場
合がある 

貯留水の温度が高い可能性が
あり、環境対策が必要な場合が
ある 

安威川の水質、水温への影響
は軽微 

総合評価 

現計画で施工可能であり確
実に効果を評価できる。 

効果は評価できるが、費用が高
く用地買収等課題が大きい 

確実に目標を達成できるか評価
できず、費用も高い。 

○ × × 

※1：ダム事業費（全体、残事業費）×１６．７％ 
    ⇒ 16.7% : 「分離費用身替り妥当支出法」を準用して、不特定利水相当分として算出 
   （「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」の補足より） 

※１ 

３．丌特定利水計画の検証  3.3  丌特定利水手法の検証 
  (3)  丌特定利水手法の評価結果 



【目標】 
 ・ダム案、河道外貯留施設案では10年に1回程度の渇水に対して正常流量を確保することができる。 
 ・ため池利用案では、既存のため池改良だけでは満足することができない可能性がある。 
【コスト】 
 ・完成までに要する費用はダム案が最も安価である。 
【実現性】 
 ・ダム案はすでに用地買収、代替地移転が完了している。河道外貯留施設案では新たに用地買収、家屋

移転が必要となり、土地所有者、水利権者との再調整が必要であり、実現性に課題がある。 
 ・ため池利用案では、ため池所有者とため池改良、運用操作等の管理についての調整が必要である。 
【持続性】 
 ・ダム案、河道外貯留施設案では、適切に維持管理することにより持続が可能。ため池利用案ではため

池の保全について担保が必要となる。 
【地域社会への影響】 
 ・ダム案ではダム周辺地域に生活拠点を持つ住民に影響がある（代替地移転等を実施済）。河道外貯留

施設案では新たに家屋移転や営農への影響が発生する。ため池利用案では、ため池の改修により、多
少の影響が発生。 

【環境への影響】 
 ・ダム案、河道外貯留施設案では、貯留水及び安威川の水温、水質に影響を及ぼすため、対策が必要。 
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○ 各評価軸による評価 

○ 不特定利水手法の総合評価 

・総合的に評価すると、ダム案がコストが最も小さく、かつダム案以外では、新たな用地買収、家屋移転の発生やその他関係者等との調
整が必要であり、実現性に課題がある。 

 
・以上のことから、現計画の正常流量を確保する場合の不特定利水手法については、ダム案が最も最適である。 

３．丌特定利水計画の検証 

【H22 第11回河川整備委員会（H23年3月30日）】 
  ⇒ 不特定利水は継続審議。  ※「不特定利水の必要性」について、委員意見があり、継続審議。 

 3.3  丌特定利水手法の検証 
  (3)  丌特定利水手法の評価結果 



4．不特定利水の必要性 



4.1  平成23年度の審議 

（H22第11回河川整備委員会） 

・水道容量(100万m3)の 
 活用案 

 
 
 

 

  正常流量(不特定利水)の確保     

 治水手法の決定 
    ⇒ ダム案が妥当     
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 水道容量の活用     

流水型ダム案 

 (ダム高 約72ｍ) 

現計画案 

 (ダム高 76.5ｍ) 

ダム規模縮小案 

 (ダム高 約75ｍ) 

確 
保 
し 
な 
い 

確保する 

 ・ 不特定利水容量(140万m3)の目的、用途 
 ・ 各案ごとの事業への影響、環境への影響 等 

水道容量   

１００万m3 

堆砂容量   

１６０万m3 

不特定利水容量 
１４０万m3 

洪水調節容量 

１，４００万m3 

４．丌特定利水の必要性  4.1  平成23年度の審議 
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○ 結 論 

  ・安威川ダムの不特定利水容量について、引き続き、委員会として審議する。 

  ・審議にあたっては、本日委員から出た意見を踏まえ、「すぐに整理が可能なもの」「解析等により整理が可能な
もの」「解析しても不確実なもの」に分類・提示し、その上で、「貯めること」「貯めないこと」のリスク及び実現性
について議論していく。 

 ○ 平成23年度 第１回河川整備委員会における委員の主な発言要旨 

４．丌特定利水の必要性  4.1  平成23年度の審議 

⇒ 「流水型ダムの技術的検証」「環境」「危機管理」等の点から、「貯めること」「貯めないこと」の 
   リスク及び実現性について第２回以降で審議。 
 
 
 
 

  ・正常流量確保の必要性（環境のための正常流量確保のために、平常時に水を貯めることはリスクがあるはず） 
   
  ・正常流量確保のために、平常時に水を貯めておくことによるリスク 

 ○ 平成23年度 第１回河川整備委員会における知事から委員への要請 

・2011年3月11日に発生した「東北地方太平洋沖地震」により、福島県の藤沼ダム（正式名称：藤沼貯水池
/農業用ダム）が決壊し、人命被害が発生したことを受けて、知事より以下の項目について審議の要請。 



項   目 現計画案 縮小案 
現計画案 
との差 

流水型 
現計画案 
との差 

ダム高 （ｍ） 76.5 75.0 -1.5 72.0 -4.5 

湛水面積〒SWL〓 （ha） 81 78 -3 

湛水位〒SWL〓 （ｍ） EL125.0 EL123.7 -1.3 EL120.5 -4.5 

常時湖面〒NWL〓 （ha） 33 28 -5 ー ー 

常時満水位〒NWL〓 （ｍ） EL 99.4 EL 96.1 -3.3 ー ー 

総貯水容量 （万㎥） 1,800 1,700 -100 1,470 -330 

洪水調節容量 （万㎥） 1,400 1,400 0 1,450 50 

水道容量 （万㎥） 100 0 -100 0 -100 

不特定利水容量 （万㎥） 140 140 0 0 -140 

堆砂容量 （万㎥） 160 160 0 20 -140 

■ダム規模の概要 

①ダム規模現計画案 
ダム高76.5ｍ 

③流水型ダム案 
ダム高72.0ｍ 

②ダム規模縮小案 
ダム高75.0ｍ 

  

    

    

  

  
1.5m下がり 

有効利用容量   

１００万m3 

堆砂容量   

１６０万m3 

不特定利水容量 
１４０万m3 

洪水調節容量 

１，４００万m3 

  

洪水調節容量 

１，４００万m3 

堆砂容量 
１６０万m3 

不特定利水容量 
１４０万m3 

4.5m下がり 

  

洪水調節容量 
１，４５０万m3 

堆砂容量 
約２０万m3 
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４．丌特定利水の必要性  4.1  平成23年度の審議 
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 ○ 各ダム案の湛水区域 

図2.8 各ダム案の湛水区域 

現計画案の 
サーチャージ水位 
 (EL.125.0m) 

現計画案の 
常時満水位 
(EL.99.4m) 

流水型案の 
サーチャージ水位 
 (EL.120.5m) 

縮小案の 
サーチャージ水位 
 (EL.123.7m) 

縮小案の 
常時満水位 
（EL.96.1m） 

４．丌特定利水の必要性  4.1  平成23年度の審議 



評価軸 評価の考え方 現計画案（76.5m） 縮小案（75.0m） 流水型案（72.0ｍ） 

ダム諸元 ダ ム 高  ： ７６．５ｍ 
湛   水   位 ：  EL.125.0ｍ 
常時満水位 ：  EL. 99.4ｍ 
湛水面積   ： ８１ ha  
             ３３ ha（常時） 

ダ ム 高  ： ７５．０ｍ 
湛   水   位 ：  EL.123.7ｍ 
常時満水位 ：  EL. 96.1ｍ 
湛水面積   ： ７８ ha  
             ２８ ha（常時） 

ダ ム 高  ： ７２．０ｍ 
湛   水   位 ：  EL.120.5ｍ 
常時満水位 ：  EL.   ー  ｍ 
湛水面積   ： ７０ ha  
             －  ha（常時） 
        ※ダム諸元については、仮設定 

安全度 
 
 

●河川整備計画レベルの目
標に対し安全を確保出来
るか 

・治水目標1/100に対し、 洪水を安全に
流下させる ことができる。 

・治水目標1/100に対し、 洪水を安全に流下
させる ことができる。 

・治水目標1/100に対し、 洪水を安全に流下させる 
ことができる。 
・流木対策工については、別途検討が必要。 

●目標を上回る洪水等が発
生した場合にどうなるか 

・ダム貯水池容量以上の洪水に対しては
効果がほとんどなくなる。 

・ダム貯水池容量以上の洪水に対しては効果
がほとんどなくなる。 

・ダム貯水池容量以上の洪水に対しては効果がほ
とんどなくなる。 

●段階的にどのように安全 
  度が確保されていくのか、 
    完成時期はどうなるか 

・ダム完成により目標の安全度を確保。 ・ダム完成により目標の安全度を確保。 
・設計の見直しにより現計画案から約２年の遅
れが発生。 
・設計見直しに先立ち、計画変更に伴う周辺
住民との協議期間が必要。 

 (協議期間は予測できない) 

・ダム完成により目標の安全度を確保。 
・設計の見直しにより現計画より約２年半の遅れが
発生。 
・設計見直しに先立ち、計画変更に伴う周辺住民、
河川使用者との協議期間が必要。 

  （協議期間は予測できない） 

リスク ●地震、その他の事象により、
どのようなリスクが考えられる
か。 

  
⇒いずれも発生確率は     
極めて低いと考えられる 

・L2相当程度、超巨大地震ともに堤体崩壊につながるような大きな損傷はないと考えら
れる。 
・常時満水位以下まで堤体が崩壊した場合、貯留水に加えて洪水が発生すると下流に
被害が発生する可能性がある。ただし、常時満水位以下までの堤体崩壊の発生確率は
極めて小さい。 
・大規模被害へとつながる恐れのある堤体下部からの漏水等については日常管理を実
施しており、緊急連絡等の対応が可能。 

・L2相当程度、超巨大地震動ともに堤体崩壊につ
ながるような大きな損傷はないと考えられる。 
・堤体は崩壊しても直ちに越水することがない。ただ
し、洪水が発生した場合は貯留型と同様、下流に
被害が発生する可能性がある。 

 （初期洪水に対して一定の貯留効果あり） 
・堤体、機器類について、異常の把握ができない可
能性があり、洪水等の緊急時のリスクが懸念される。 

コスト ●完成までに要する 
   残事業費はどのくらいか 
 

・本体工事費：約２３５億円 
・計画変更中の費用：約0.3億円 

 
 ■合計 約２３５．３億円 

・本体工事費：約２２８億円 
・計画変更中の費用：約7.6億円 

 
 ■合計 約２３５．６億円 

   ※ほかに事務所人件費 
       ２年分 約５億円 

・本体工事費：約２１９億円 
・計画変更中の費用  ：約10.5億円 
・転石、流入土砂対策：約10.3億円 
・その他（流木対策外）  α 億円 

 ■合計 約２３９．８億円＋α 
  ※ほかに事務所人件費 
       2.5年分 約7.5億円 

●維持管理に要する費用は
どのくらいか 

・貯水池内の維持管理面積 約48ha 
                               (81-33ha) 

・貯水池内の維持管理面積 約53ha 
                                    (81-28ha) 

・貯水池内の維持管理面積 約80ha 
                                 （81ha-水面分） 

4.2 各ダム案の評価 
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評価軸 評価の考え方 現計画案（76.5m） 縮小案（75.0m） 流水型案（72.0ｍ） 

実現性 ●周辺住民等の協力の見
通しはどうか 

・問題なし ・計画変更に伴う事業ｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れに 
ついて協議が必要。 

・「検討の場」においても流域市からは早期
治水効果の発現も求められており、協力
が得られない可能性がある。 

・計画変更に伴う事業ｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れ、周辺
整備基本方針の見直しについて協議が必要
であり、協力が得られない可能性がある。 

・「検討の場」においても流域市からは早期
治水効果の発現も求められており、協力が
得られない可能性がある。 

●関係する河川使用者(農
業水利等)の同意の見通
しはどうか 

 

・問題なし ・計画変更に伴う事業ｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れに 
ついて協議が必要である。 

・事業ｽｹｼﾞｭｰﾙの遅れに加えて、正常流量
が確保できないことから、河川使用者と十
分な協議が必要であり、協力が得られない
可能性がある。 

●法制度上の観点から実現
性の見通しはどうか 

・問題なし ・問題なし ・河川整備計画、安威川ダム全体計画の  
抜本的な見直しが必要。 

●技術上の観点から実現性
の見通しはどうか 

・問題なし ・水位変動条件の変更に伴い、洪水吐き、  
  減勢工については、水理模型実験による 
  検証が必要。 

・水位変動条件が大幅に変更となることから、 
洪水吐き、減勢工について、設計の見直し、
水理模型実験による検証が必要。 

・常用洪水吐きが高圧管となり、かつ土砂混
入もあることから、慎重な検討が必要。 

持続性 ●将来にわたって持続可能と
いえるか 

・適切に維持管理することにより持続可能 ・適切に維持管理することにより持続可能 ・適切に維持管理することにより持続可能 

柔軟性 ●地球温暖化に伴う気候変
化や少子化など、将来の
不確実性に対してどのよう
に対応できるか 

(治水)貯水池内の掘削等により対応 
(利水)ダム操作の運用見直し、有効活用   

できる容量等により対応 
(その他)緊急時に貯水容量の活用が可能 
<生活用水・消火用水等の水利用、発電等> 

（治水）貯水池内の掘削等により対応 
（利水）ダム操作の運用見直し等により対応 
(その他)緊急時に貯水容量の活用が可能 
 <生活用水・消火用水等の水利用、発電等> 

（治水）貯水池内の掘削等により対応 
（利水）対応丌可 

地域社会
への影響 

●事業地及びその周辺への
影響はどの程度か 

・問題なし ・一部(ダム高1.5m分)丌要となる用地が 
発生。 

・ダム高変更により、左岸道路からダム天端
（管理所等）へのすりつけ道路が必要。 

・一部(ダム高4.5m分)丌要となる用地が  
発生。 

・ダム高変更により、左岸道路の縦断線形、
法線の変更が必要。 

●地域振興に対してどのよう
な効果があるか 

・安威川ダム周辺整備基本方針にもとづく  
地域振興案を検討中。 

・ダム高、貯水池面積は変更となり、多少 
影響が発生。 

・ダム貯水池がなくなることから、安威川ダム
周辺整備基本方針にもとづく地域振興案に
ついて、抜本的な見直しが必要。 

   (周辺整備に関する検討会をすでに開催 
している地元地区あり) 

●地域間の利害の衝平への
配慮がなされているか 

・ダム周辺の事業により、下流も含めた全域
の治水上の安全が保たれる。 

・計画変更に時間を要するため、ダム下流
の浸水被害の解消に遅れが発生する。 

・計画変更に多大な時間を要するため、ダム
下流の浸水被害の解消に大幅な遅れが発
生する。 
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評価軸 評価の考え方 現計画案（76.5m） 縮小案（75.0m） 流水型案（72.0ｍ） 

環境への 
影響 

●水環境に対してどのような
影響があるか 

・ダム貯水池の富栄養化の可能性あり。 ・ダム貯水池の富栄養化の可能性あり。 ・下流への土砂供給が主に洪水初期及び末
期に行われるため、その間は濁水が発生。 

●地下水位、地盤沈下等 
   にどのような影響があるか 

(ダム上流)常時満水位近傍の標高につい
ては、地下水位への影響が生じる可能
性あり。 

(ダム下流)ダム基礎岩盤の止水性確保の
ため、基礎処理を行うことから地下水位
へ影響を及ぼす。 

・現計画案とほぼ同じ (ダム上流)地下水位への影響はほぼないと考
えられる。 

(ダム下流)現計画と同様、基礎処理を行うこと
から、地下水位へ影響を及ぼす。 

●生物の多様性の確保及び
流域の自然環境全体にど
のような影響があるか 

(土砂供給の変化)：粗粒化により、砂礫底
を棲家とする底生生物や産卵環境と
する魚類に影響が及ぶ可能性がある 

(流量変化)：洪水流量の減少に伴い、攪
乱頻度や掃流力が低下し、付着藻類
の剥離更新頻度の低下により水生生
物の多様性を減少させる可能性があ
る。 

・現計画案ほぼと同じ (土砂供給の変化)：ダム上流からの土砂供給
があるため、貯留型に比べると及ぼす影
響の程度は低減される。 

(流量変化)：貯留型ダムと同じく流況の変化
が発生するため、及ぼす影響はほぼ同
様と考えられる。 

    
  

●土砂流動はどう変化し、 
   下流河川にどのような 
   影響があるか 

・長ヶ橋～ダム地点では、河床材料が粗粒
化すると考えられる。粗粒化の対策を行
う場合には、「ﾌﾗｯｼｭ放流＋土砂還元」
が必要。 

・河床の構成材料が70mm以下の区間で
河床低下が予測される。 

・現計画案とほぼ同じ。ただし、有効活用
できる容量を持たないため、「ﾌﾗｯｼｭ放
流」等の対策をとることが現計画案よりも
困難。 

・ダム上流からの土砂供給があるため、貯留
型に比べると、「粗粒化」「河床低下」の程度
は低減される。 

●景観、人と自然との豊かな
触れ合いにどのような影響
があるか 

・ダム、ダム湖による新たな人と自然のふれ
あいの場を創造（周辺整備基本方針） 

・正常流量を確保することに下流河道の景
観へ配慮。 

・現計画案と同じ ・周辺整備基本方針の見直しが必要。貯水池
整備及び適切な維持管理を行うことにより、
人と自然のふれあいの場の創造が可能。 

●正常流量を確保できるか ・正常流量の確保が可能 
・有効活用できる容量により、将来的な変
動に一部対応が可能。 

・正常流量の確保が可能 ・正常流量が確保できない。 

27 

４．丌特定利水の必要性  4.2  各ダム案の評価 


